
様式１号
（総括票）

１　事業者等の概要

kl

t-
CO2

t-
CO2

台

t-
CO2

２　基準年度、計画期間及び報告対象年度

年度 年度～

年度

３　計画書（報告書）の公表方法等

その他

大分類 Ｇ 情報通信業

中分類

第二年度報告

ホームページ

報告対象
年度

印刷物の閲覧

第三年度報告第一年度報告

原油換算エネル
ギー使用量

基準年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化
炭素排出量

296

0 0

制度に該当する
要件

氏名又は名称 株式会社ＮＴＴ東日本－関信越

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第2号に該当する事業者

主たる事業
の概要

東日本電信電話株式会社の電気通信及び情報通信サービスの提供にかかわる次の受託業務
(1) 電気通信設備等の構築、管理、保守等業務
(2) 他事業者との電気通信設備の相互接続に関する運営業務
(3) 各種商品等に関する注文受付、コンサルティング及び販売、保守業務 　等

３７ 通信業

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第1号に該当する事業者

代表者名

主たる事務所
の所在地

埼玉県さいたま市浦和区常盤5-8-17

0

0 0

事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

上記以外（任意提出）の事業者

条例第12条第1項第2号に該当する事業者

氏名 代表取締役社長市川 泰吾

主たる事業
の分類

役職名

最終年度の目標

0

株式会社ＮＴＴ東日本－関信越
総務部　総務部門　ＣＳＲ担当
埼玉県さいたま市浦和区常盤5-8-17　　TEL：048-626-5111
平日9時～17時

基準年度実績

その他ガス
排出量合計

自動車の台数

自動車からの
排気ガス合計

年度

0 0

296 269 274

0

2022

2020 2022

197

413435 300 240

計画期間

365

2019
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４　温室効果ガス排出抑制のための基本方針

５の１　温室効果ガス排出抑制のための組織体制

・CSR委員会（環境推進会議）【第1回4月、第2回10月開催】
・事業部環境担当課長会議【4月開催】
・事業部環境担当者研修・会議【11月開催】

NTT東日本　環境基本方針
１．温室効果ガスの削減
IOWNの導入や再生可能エネルギーの開発・利用拡大、カーボンニュートラルに貢献するサービス提供等により、NTT東日本グループの事業活動及び社会における温室効果ガス削減に取り組みます。
２．資源循環の取り組み
消費型から循環型経済への転換に向け、製品・システムの調達から利用・廃棄に至るまでのライフサイクル全体を通じて、資源を有効利用する取り組みを推進します。
３．生態系保全の取り組み
事業活動及び社員活動を通して、自然に寄り添い、生態系保全に関する取り組み（自然資本への配慮）を推進します。
４．法規制の遵守と社会的責任の遂行
環境問題に関する世界各国・各地の法令を遵守し、高い倫理観を持って行動します。
５．環境マネジメントシステムの確立と維持
NTT東日本グループは、環境マネジメントシステムを確立するとともに、環境問題に関する基本戦略、活動の実施状況、情報開示について、議論し、取り組みを推進していきます。
６．ステークホルダー・エンゲージメント
NTT東日本グループのバリューチェーンすべてを対象にステークホルダー・エンゲージメントを実施することにより、環境問題の解決に貢献します。

【埼玉事業部グループ重点取組みテーマ】
（１）「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）達成に向け、アクションプランを掲げ、社員一人ひとりが「我がこと化」から「行動変容」に移行し、環境負荷低減、社会課題の解決につな
がる活動を実行します。
（２）地域の活性化・持続可能な地域社会の実現を全社員共通の認識とし、地域社会の一員として様々なパートナーとの連携により、ビジネス創生等に取組み、さらなる企業価値の向上を図ります。

５の２　温室効果ガス排出抑制のための会議体等の名称及び開催頻度
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６の１　エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

0 t-CO2 単位

2019 年度 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

t-CO2 目標原単位 t-CO2/

2022 年度 ％ 目標削減率

t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

排出量

排出量等の
増減理由

削減率

調整後排出量

削減率

第三年度

2022 年度

基 準 年 度

目 標 年 度

基準排出量

目標設定に
関する説明

調整後排出量

％

目標排出量

目標削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

削減率

排出量

％調整後排出量

削減率

％

削減率
第二年度

排出量

調整後排出量

削減率
2021 年度

2020 年度
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0 t-CO2 単位

2019 年度 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

t-CO2 目標原単位 t-CO2/

2022 年度 ％ 目標削減率

0 t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

0 t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

0 t-CO2 単位

％ 原単位 t-CO2/

t-CO2 原単位削減率

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

６の２エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標及び実績

基 準 年 度

目 標 年 度

調整後排出量

基準排出量

目標排出量

％

第二年度

％

第一年度

排出量等の
増減理由

目標設定に
関する説明

目標削減率

削減率

排出量

％

％

調整後排出量

削減率

調整後排出量

削減率

排出量

削減率

排出量等の
増減理由

調整後排出量

削減率
2020 年度

2021 年度

2022 年度

第三年度
排出量

削減率
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単位 万km

2019 年度 t-CO2/ 万km

t-CO2 t-CO2/ 万km

2022 年度 ％

単位 万km

t-CO2/ 万km

2020 年度 ％

単位 万km

t-CO2/ 万km

2021 年度 ％

単位 万km

t-CO2/ 万km

2022 年度 ％

７　重点対策の実施状況

段階 番号

Ⅰ-1

Ⅰ-2

Ⅲ Ⅲ-1

Ⅳ Ⅳ-1

Ⅰ～Ⅱ

第三年度

原単位

原単位

t-CO2

t-CO2

t-CO2

第一年度 排出量
原単位

第二年度 300排出量

走行距離

削減率

排出量等の
増減理由

排出量等の
増減理由

1.75

1.63

％

次世代自動車の
導入計画

エコドライブの
励行

燃料使用量等の
定期的な把握

対策名称

実施済

実施済

削減率

目標削減率 5.00

実施済

実施済

実施済

実施済 実施済実施済

実施済

実施予定

実施済

実施済

原単位削減率 42.79 ％

31.03

44.82

240

171.43

147.24

目標設定に
関する説明

○NTT東日本グループにおける主要行動計画目標達成に向けて、自動車の使用に伴う排出量を基準年度より5％削減することを目標とします。原単位について
も同様に5％削減としました。
削減目標の達成に向けては、次のような対策を進めていきます。
　・エコドライブの推進
　　ISO14001で構築した推進体制を活用し、エコドライブを推進していきます。
　・次世代自動車の導入
　　次世代自動車を積極的に導入していきます。
　・自動車台数の削減
　　低稼働である車両等、検討を行い、台数の削減を推進していきます。

％

33.39 ％

原単位削減率

以下の対策の実施により、排出量が減少した。
　・エコドライブの推進
　・次世代自動車の導入

走行距離

原単位削減率

1.84

22.93

198.37
365

16.09

排出量

削減率

以下の対策の実施により、排出量が減少した。
　・エコドライブの推進
　・次世代自動車の導入

基 準 年 度

目 標 年 度

t-CO2基準排出量

目標排出量

目標削減率

走行距離 1.69

基準原単位 257.40

目標原単位

435

244.53413

5.00

実施済
次世代自動車の
導入

実施済 実施済 実施済 実施済

６の３　自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

以下の対策の実施により、排出量が減少した。
　・エコドライブの推進
　・次世代自動車の導入

実施済

基準年度 第三年度 備考第一年度 第二年度

実施済

実施済

実施済

走行距離
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８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入計画及び状況

対策内容
区分
番号

次世代自動車の導入

番号 区分

計画 状況

実施予定
年度

削減見込量
（t-CO2）

実施
年度

推計削減量
（t-CO2）

第三年度第二年度第一年度基準年度単位機器の種類

5

導入計画

自動車 2
2020～
2021

2020～
2022
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１０　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出実績 (所、t-CO2)

工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

１１　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出実績 (t-CO2)

１２　次世代車使用台数等の導入状況
(台)

次世代車導入割合 16.2 18.6 19 17.3

0

0

0

合計 0

0

0

第三年度

0

0

0

0 0

0

0

0

自動車総数

48合計

CH4

N2O

HFC

296

クリーンディーゼ
ル自動車

その他
(ハイブリッド等)

燃料電池自動車

基準年度

0

プラグイン・ハイ
ブリッド自動車

電気自動車 0

自動車種別

269 274 197

5250 34

0

47 35 33 15

0 0 0

0 0 0 0

1 3

12 16

3

0

0

3

第三年度

0

0

00

0

第二年度

0

基準年度 第二年度

0

0

ガスの種類

非エネルギー起源
CO2

第一年度

16

合計

PFC

SF6

NF3

0

0

0 0

0

0

第一年度

0

第三年度

3,000kl以上

1,500kl以上
3,000kl未満

1,500kl未満

工場等の規模
（原油換算エネル

ギー使用量）

基準年度 第一年度 第二年度
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１３　交通対策状況

１４　環境配慮活動状況

１５　自由記載欄

物流の合理化 なし

環境配慮活動
活動内容の詳細

実施内容 実施年度

来 客 者 の
交 通 対 策

なし

区分 実施内容

公共交通機関
の 利 用 促 進

なし

自 転 車
の 利 用 促 進

自転車による移動の推奨

SDGs 長野県SDGｓ登録制度へ登録している

TCFD提言 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD） 支持を表明している

環境マネジメントシステムを導入している

名称 ISO14001
2003

・社用車のドライブドクター利用（運転状況の可視化による急発進、急停止の抑制等）

環境マネジメント
システム

SBT

グリーンボンド

ESG投資

グリーンボンドを発行している

ESG対話プラットフォームに登録している

SBT を策定済、またはコミットしている

RE100にコミットしている

再エネ100宣言RE Action　へ参加している
RE100

その他


